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(57)【要約】
【課題】全体を大型化せずに、並列接続するヒューズの
分担電流の不平衡率を小さくすることができるヒューズ
を得る。
【解決手段】各々両端に端子部を有するヒューズ本体１
ａ、１ｂ、１ｃを１列に配置する本体群１と、１ａ、１
ｂ、１ｃの一方の端子部を並列に接続するヒューズ端子
接続部３ｃと、外部回路に接続する外部回路接続部３ａ
と、３ｃと３ａを互いにほぼ平行に配置し、３ｃ及び３
ａの一端を連結接続する連結部３ａｃを板状直線導体で
形成したヒューズ電流供給用配線導体ＣＦ１と、１ａ、
１ｂ、１ｃの他方の端子部を並列に接続するヒューズ端
子接続部３ｄと、前記外部回路に接続する外部回路接続
部３ｂと、３ｄと３ｂを互いにほぼ平行に配置し、前記
連結部３ａｃと同一位置に３ｄ及び３ｂの一端を連結接
続する連結部３ｂｄを板状直線導体で形成したヒューズ
電流供給用配線導体ＣＦ２を備えたもの。
【選択図】　　　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　各々両端部に端子部を有するヒューズ本体を少なくとも３個を１列に配置してなるヒュ
ーズ本体群と、
　板状直線導体からなり前記各ヒューズ本体の一方の端子部を並列に接続するヒューズ端
子接続部と、板状直線導体からなり前記外部回路に接続する外部回路接続部と、前記ヒュ
ーズ端子接続部と前記外部回路接続部を互いにほぼ平行に配置し、前記ヒューズ端子接続
部の一端と前記外部回路接続部の一端を連結接続する連結部からなる第１のヒューズ電流
供給用配線導体と、
　板状直線導体からなり前記各ヒューズ本体の他方の端子部を並列に接続するヒューズ端
子接続部と、板状直線導体からなり前記外部回路に接続する外部回路接続部と、前記ヒュ
ーズ端子接続部と前記外部回路接続部を互いにほぼ平行に配置し、前記第１のヒューズ電
流供給用配線導体に有する連結部と同一位置に前記ヒューズ端子接続部の一端と前記外部
回路接続部の一端を連結接続する連結部からなる第２のヒューズ電流供給用配線導体と、
　を具備したことを特徴とするヒューズ。
【請求項２】
　各々両端部に端子部を有するヒューズ本体を少なくとも３個を１列に配置するヒューズ
本体群と、
　板状直線導体からなり前記各ヒューズ本体の一方の端子部を並列に接続するヒューズ端
子接続部と、板状直線導体からなり前記外部回路に接続する外部回路接続部と、前記ヒュ
ーズ端子接続部と前記外部回路接続部を互いにほぼ平行に配置し、前記ヒューズ端子接続
部の一端と前記外部回路接続部の一端を連結接続する連結部からなり、前記外部回路接続
部を各々長手方向において仮に２等分し、そのうち一方を前記連結部を含む側と、他方を
前記連結部を含まない側としたとき、前記連結部を含む側と前記ヒューズ端子接続部との
距離を、前記連結部を含まない側と前記ヒューズ端子接続部との距離に比べて近接するよ
うに構成した第１のヒューズ電流供給用配線導体と、
　板状直線導体からなり前記各ヒューズ本体の他方の端子部を並列に接続するヒューズ端
子接続部と、板状直線導体からなり前記外部回路に接続する外部回路接続部と、前記ヒュ
ーズ端子接続部と前記外部回路接続部を互いにほぼ平行に配置し、前記第１のヒューズ電
流供給用配線導体に有する連結部と同一位置に前記ヒューズ端子接続部の一端と前記外部
回路接続部の一端を連結接続する連結部からなり、前記外部回路接続部を各々長手方向に
おいて仮に２等分し、そのうち一方を前記連結部を含む側と、他方を前記連結部を含まな
い側としたとき、前記連結部を含む側と前記ヒューズ端子接続部との距離を、前記連結部
を含まない側と前記ヒューズ端子接続部との距離に比べて近接するように構成した第２の
ヒューズ電流供給用配線導体と、
　を具備したことを特徴とするヒューズ。
【請求項３】
　各々両端部に端子部を有するヒューズ本体を少なくとも３個を第１列として配置し、前
記第１列に対して並列に配置する前記第１列と同一構成の第２列のヒューズ本体群と、
　板状直線導体からなり前記各ヒューズ本体の一方の端子部を並列に接続するヒューズ端
子接続部と、板状直線導体からなり前記外部回路に接続する外部回路接続部と、前記ヒュ
ーズ端子接続部と前記外部回路接続部を互いにほぼ平行に配置し、前記ヒューズ端子接続
部の一端と前記外部回路接続部の一端を連結接続する連結部からなり、前記ヒューズ端子
接続部の幅方向の中心線と前記外部回路接続部の幅方向の中心線が同一平面上になるよう
に構成した第１のヒューズ電流供給用配線導体と、
　板状直線導体からなり前記各ヒューズ本体の他方の端子部を並列に接続するヒューズ端
子接続部と、板状直線導体からなり前記外部回路に接続する外部回路接続部と、前記ヒュ
ーズ端子接続部と前記外部回路接続部を互いにほぼ平行に配置し、前記第１のヒューズ電
流供給用配線導体に有する連結部と同一位置に前記ヒューズ端子接続部の一端と前記外部
回路接続部の一端を連結接続する連結部からなり、前記ヒューズ端子接続部の幅方向の中
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心線と前記外部回路接続部の幅方向の中心線が同一平面上になるように構成した第２のヒ
ューズ電流供給用配線導体と、
　を具備したことを特徴とするヒューズ。
【請求項４】
　各々両端部に端子部を有するヒューズ本体を少なくとも３個を第１列として配置し、前
記第１列に対して並列に配置する前記第１列と同一構成の第２列のヒューズ本体群と、
　板状直線導体からなり前記各ヒューズ本体の一方の端子部を並列に接続するヒューズ端
子接続部と、板状直線導体からなり前記外部回路に接続する外部回路接続部と、前記ヒュ
ーズ端子接続部と前記外部回路接続部を互いにほぼ平行に配置し、前記ヒューズ端子接続
部の一端と前記外部回路接続部の一端を連結接続する連結部からなり、前記外部回路接続
部を各々長手方向において仮に２等分し、そのうち一方を前記連結部を含む側と、他方を
前記連結部を含まない側としたとき、前記連結部を含む側と前記ヒューズ端子接続部との
距離を、前記連結部を含まない側と前記ヒューズ端子接続部との距離に比べて近接するよ
うに構成し、かつ前記ヒューズ端子接続部の幅方向の中心線と前記外部回路接続部の幅方
向の中心線が同一平面上になるように構成した第１のヒューズ電流供給用配線導体と、
　板状直線導体からなり前記各ヒューズ本体の他方の端子部を並列に接続するヒューズ端
子接続部と、板状直線導体からなり前記外部回路に接続する外部回路接続部と、前記ヒュ
ーズ端子接続部と前記外部回路接続部を互いにほぼ平行に配置し、前記第１のヒューズ電
流供給用配線導体に有する連結部と同一位置に前記ヒューズ端子接続部の一端と前記外部
回路接続部の一端を連結接続する連結部からなり、前記外部回路接続部を各々長手方向に
おいて仮に２等分し、そのうち一方を前記連結部を含む側と、他方を前記連結部を含まな
い側としたとき、前記連結部を含む側と前記ヒューズ端子接続部との距離を、前記連結部
を含まない側と前記ヒューズ端子接続部との距離に比べて近接するように構成し、かつ前
記ヒューズ端子接続部の幅方向の中心線と前記外部回路接続部の幅方向の中心線が同一平
面上になるように構成した第２のヒューズ電流供給用配線導体と、
　を具備したことを特徴とするヒューズ。
【請求項５】
　各々上側端部及び下側端部にそれぞれ端子部を有するヒューズ本体を少なくとも３個を
第１列として配置し、前記第１列に対して並列に配置する前記第１列と同一構成のヒュー
ズ本体群を第２列として配置したヒューズ本体群と、
　各々は前記各ヒューズ本体の端部にそれぞれ有する端子部に接続する水平面部と、この
水平面部と一体に結合された垂直面部を有した板状導体からなるＬ字形のヒューズ端子接
続具を複数個備え、前記各ヒューズ端子接続具の垂直面部のうち前記第１列及び第２列の
隣接する垂直面部同士を接続してなるヒューズ端子接続具群と、
　板状導体からなり垂直面と水平面が一体に形成され、Ｌ字形であって前記垂直面に前記
ヒューズ端子接続具のうち、前記ヒューズ本体の上側であって前記第１列又は前記第２列
のヒューズ端子接続具の垂直面部に接続した上側のヒューズ端子接続導体と、
　板状導体からなり垂直面と水平面が一体に形成され、Ｌ字形であって前記垂直面に前記
ヒューズ端子接続具のうち、前記ヒューズ本体の下側であって前記第１列又は前記第２列
のヒューズ端子接続具の垂直面部に接続した下側のヒューズ端子接続導体と、
　前記上側及び下側のヒューズ端子接続導体の水平面にそれぞれ接続すると共に、外部回
路と接続する板状の外部回路接続導体と、
　を具備し、前記第１列及び第２列のヒューズ端子接続具の垂直面部同士の接合面と、前
記外部回路接続導体の幅方向の中心線が同一平面上になるように構成したことを特徴とす
るヒューズ。
【請求項６】
　複数の半導体素子からなる回路に、前記各半導体素子を過電流から保護するために前記
回路にヒューズを接続した半導体電力変換装置において、
　前記ヒューズとして請求項１～請求項５のいずれか１項記載のヒューズを用いることを
特徴とする半導体電力変換装置。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、半導体電力変換装置を構成する半導体素子に直列に接続される複数ヒューズ
を並列接続する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来の複数ヒューズは、例えば特許文献１に示されるように、半導体素子に直列接続さ
れる３つのヒューズを三角形状又は正三角形状に配置する事によって、それぞれのヒュー
ズと半導体素子との間のインダクタンスを略同じにして、それぞれのヒューズの分担電流
の不平衡率を小さくするものである。
【０００３】
　特許文献２には、大電力の変換装置の大容量化に伴ない、事故時の過電流保護のために
、変換装置を構成する半導体素子と直列にヒューズが接続され、このヒューズの電流容量
を高めるために、複数のヒューズを並列接続した半導体電力変換装置の問題点並びその問
題点を改善するための手法について記載されている。この場合の問題点は、並列接続した
ヒューズに高周波電流が流れると、並列ヒューズ間の電流バランスが取れないことであり
、これを改善するため並列接続されたヒューズのそれぞれの周囲に磁気シールドを行うた
めの磁性体を配置する手法について記載されている。
【特許文献１】特開２０００－２９５８３５号公報
【特許文献２】特開平９-１４７７３３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　半導体素子を用いた電力変換装置では、例えば６ｋＶ、６ｋＡＧＣＴ(Gate Commutated
 Turn-Off Thyristor）に代表される半導体素子の大容量化にともない、電力変換装置も
高電圧、大電流を扱うようになっている。
【０００５】
　しかしながら、この様な装置仕様を満足するヒューズの開発が間に合わず、従来使用さ
れてきた高圧ヒューズを使用しているのが現状である。
【０００６】
また、更には装置仕様を満足するヒューズの開発が間に合わず、複数個の高圧ヒューズを
並列接続して利用するのが現状である。以上のことから、複数個のヒューズを並列接続し
た場合に、ヒューズのインダクタンスを均等化するよう配置することが、ヒューズの寿命
を延ばすための大きな課題であった。しかしながら、ヒューズの並列数が増加するにつれ
、特許文献１のように三角形状、または円周状に配置するのはスペースを大きくとり、装
置大型化を引き起こすという問題点があった。
【０００７】
　本発明は、全体を大型化せずに、並列接続するヒューズの分担電流の不平衡率を小さく
することができるヒューズ並びに半導体電力変換装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　前記目的を達成するため、請求項１に対応する発明は、各々両端部に端子部を有するヒ
ューズ本体を少なくとも３個１ａ、１ｂ、１ｃを１列に配置してなるヒューズ本体群と、
板状直線導体からなり前記各ヒューズ本体の一方の端子部を並列に接続するヒューズ端子
接続部と、板状直線導体からなり前記外部回路に接続する外部回路接続部と、前記ヒュー
ズ端子接続部と前記外部回路接続部を互いにほぼ平行に配置し、前記ヒューズ端子接続部
の一端と前記外部回路接続部の一端を連結接続する連結部からなる第１のヒューズ電流供
給用配線導体と、板状直線導体からなり前記各ヒューズ本体の他方の端子部を並列に接続
するヒューズ端子接続部と、板状直線導体からなり前記外部回路に接続する外部回路接続
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部と、前記ヒューズ端子接続部と前記外部回路接続部を互いにほぼ平行に配置し、前記第
１のヒューズ電流供給用配線導体に有する連結部と同一位置に前記ヒューズ端子接続部の
一端と前記外部回路接続部の一端を連結接続する連結部からなる第２のヒューズ電流供給
用配線導体とを具備したヒューズである。
【０００９】
　前記目的を達成するため、請求項２に対応する発明は、各々両端部に端子部を有するヒ
ューズ本体を少なくとも３個を１列に配置するヒューズ本体群と、板状直線導体からなり
前記各ヒューズ本体の一方の端子部を並列に接続するヒューズ端子接続部と、板状直線導
体からなり前記外部回路に接続する外部回路接続部と、前記ヒューズ端子接続部と前記外
部回路接続部を互いにほぼ平行に配置し、前記ヒューズ端子接続部の一端と前記外部回路
接続部の一端を連結接続する連結部からなり、前記外部回路接続部を各々長手方向におい
て仮に２等分し、そのうち一方を前記連結部を含む側と、他方を前記連結部を含まない側
としたとき、前記連結部を含む側と前記ヒューズ端子接続部との距離を、前記連結部を含
まない側と前記ヒューズ端子接続部との距離に比べて近接するように構成した第１のヒュ
ーズ電流供給用配線導体と、板状直線導体からなり前記各ヒューズ本体の他方の端子部を
並列に接続するヒューズ端子接続部と、板状直線導体からなり前記外部回路に接続する外
部回路接続部と、前記ヒューズ端子接続部と前記外部回路接続部を互いにほぼ平行に配置
し、前記第１のヒューズ電流供給用配線導体に有する連結部と同一位置に前記ヒューズ端
子接続部の一端と前記外部回路接続部の一端を連結接続する連結部からなり、前記外部回
路接続部を各々長手方向において仮に２等分し、そのうち一方を前記連結部を含む側と、
他方を前記連結部を含まない側としたとき、前記連結部を含む側と前記ヒューズ端子接続
部との距離を、前記連結部を含まない側と前記ヒューズ端子接続部との距離に比べて近接
するように構成した第２のヒューズ電流供給用配線導体とを具備したヒューズである。
【００１０】
　前記目的を達成するため、請求項３に対応する発明は、各々両端部に端子部を有するヒ
ューズ本体を少なくとも３個を第１列として配置し、前記第１列に対して並列に配置する
前記第１列と同一構成の第２列のヒューズ本体群と、板状直線導体からなり前記各ヒュー
ズ本体の一方の端子部を並列に接続するヒューズ端子接続部と、板状直線導体からなり前
記外部回路に接続する外部回路接続部と、前記ヒューズ端子接続部と前記外部回路接続部
を互いにほぼ平行に配置し、前記ヒューズ端子接続部の一端と前記外部回路接続部の一端
を連結接続する連結部からなり、前記ヒューズ端子接続部の幅方向の中心線と前記外部回
路接続部の幅方向の中心線が同一平面上になるように構成した第１のヒューズ電流供給用
配線導体と、板状直線導体からなり前記各ヒューズ本体の他方の端子部を並列に接続する
ヒューズ端子接続部と、板状直線導体からなり前記外部回路に接続する外部回路接続部と
、前記ヒューズ端子接続部と前記外部回路接続部を互いにほぼ平行に配置し、前記第１の
ヒューズ電流供給用配線導体に有する連結部と同一位置に前記ヒューズ端子接続部の一端
と前記外部回路接続部の一端を連結接続する連結部からなり、前記ヒューズ端子接続部の
幅方向の中心線と前記外部回路接続部の幅方向の中心線が同一平面上になるように構成し
た第２のヒューズ電流供給用配線導体とを具備したヒューズである。
【００１１】
　前記目的を達成するため、請求項４に対応する発明は、各々両端部に端子部を有するヒ
ューズ本体を少なくとも３個を第１列として配置し、前記第１列に対して並列に配置する
前記第１列と同一構成の第２列のヒューズ本体群と、板状直線導体からなり前記各ヒュー
ズ本体の一方の端子部を並列に接続するヒューズ端子接続部と、板状直線導体からなり前
記外部回路に接続する外部回路接続部と、前記ヒューズ端子接続部と前記外部回路接続部
を互いにほぼ平行に配置し、前記ヒューズ端子接続部の一端と前記外部回路接続部の一端
を連結接続する連結部からなり、前記外部回路接続部を各々長手方向において仮に２等分
し、そのうち一方を前記連結部を含む側と、他方を前記連結部を含まない側としたとき、
前記連結部を含む側と前記ヒューズ端子接続部との距離を、前記連結部を含まない側と前
記ヒューズ端子接続部との距離に比べて近接するように構成し、かつ前記ヒューズ端子接
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続部の幅方向の中心線と前記外部回路接続部の幅方向の中心線が同一平面上になるように
構成した第１のヒューズ電流供給用配線導体と、板状直線導体からなり前記各ヒューズ本
体の他方の端子部を並列に接続するヒューズ端子接続部と、板状直線導体からなり前記外
部回路に接続する外部回路接続部と、前記ヒューズ端子接続部と前記外部回路接続部を互
いにほぼ平行に配置し、前記第１のヒューズ電流供給用配線導体に有する連結部と同一位
置に前記ヒューズ端子接続部の一端と前記外部回路接続部の一端を連結接続する連結部か
らなり、前記外部回路接続部を各々長手方向において仮に２等分し、そのうち一方を前記
連結部を含む側と、他方を前記連結部を含まない側としたとき、前記連結部を含む側と前
記ヒューズ端子接続部との距離を、前記連結部を含まない側と前記ヒューズ端子接続部と
の距離に比べて近接するように構成し、かつ前記ヒューズ端子接続部の幅方向の中心線と
前記外部回路接続部の幅方向の中心線が同一平面上になるように構成した第２のヒューズ
電流供給用配線導体とを具備したヒューズである。
【００１２】
　前記目的を達成するため、請求項５に対応する発明は、各々上側端部及び下側端部にそ
れぞれ端子部を有するヒューズ本体を少なくとも３個を第１列として配置し、前記第１列
に対して並列に配置する前記第１列と同一構成のヒューズ本体群を第２列として配置した
ヒューズ本体群と、各々は前記各ヒューズ本体の端部にそれぞれ有する端子部に接続する
水平面部と、この水平面部と一体に結合された垂直面部を有した板状導体からなるＬ字形
のヒューズ端子接続具を複数個備え、前記各ヒューズ端子接続具の垂直面部のうち前記第
１列及び第２列の隣接する垂直面部同士を接続してなるヒューズ端子接続具群と、板状導
体からなり垂直面と水平面が一体に形成され、Ｌ字形であって前記垂直面に前記ヒューズ
端子接続具のうち、前記ヒューズ本体の上側であって前記第１列又は前記第２列のヒュー
ズ端子接続具の垂直面部に接続した上側のヒューズ端子接続導体と、板状導体からなり垂
直面と水平面が一体に形成され、Ｌ字形であって前記垂直面に前記ヒューズ端子接続具の
うち、前記ヒューズ本体の下側であって前記第１列又は前記第２列のヒューズ端子接続具
の垂直面部に接続した下側のヒューズ端子接続導体と、前記上側及び下側のヒューズ端子
接続導体の水平面にそれぞれ接続すると共に、外部回路と接続する板状の外部回路接続導
体とを具備し、前記第１列及び第２列のヒューズ端子接続具の垂直面部同士の接合面と、
前記外部回路接続導体の幅方向の中心線が同一平面上になるように構成したヒューズであ
る。
【００１３】
　前記目的を達成するため、請求項６に対応する発明は、複数の半導体素子からなる回路
に、前記各半導体素子を過電流から保護するために前記回路にヒューズを接続した半導体
電力変換装置において、前記ヒューズとして請求項１～請求項５のいずれか１項記載のヒ
ューズを用いることを特徴とする半導体電力変換装置である。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、全体を大型化せずに、並列接続するヒューズ本体の分担電流の不平衡
率を小さくすることができるヒューズ並びに半導体電力変換装置を提供することができる
。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　以下、本発明の実施形態について図面を参照して説明する。
【００１６】
［第１の実施形態］
図１は、本発明のヒューズの第１の実施形態を示す概略構成図であり、これは例えば３個
のヒューズ本体１ａ、１ｂ、１ｃと、第１のヒューズ電流供給用配線導体ＣＦ１と、第２
のヒューズ電流供給用配線導体ＣＦ２と、ネジ２ａ、２ｂ、２ｃを備えている。
【００１７】
　ヒューズ本体１ａ、１ｂ、１ｃは、各々例えば断面角筒状の容器内に消弧剤と共に可溶
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片を有し、かつ各容器の両端部に端子部（図１では明示されず、例えば図４に示すように
１ａ１、１ａ２、１ｂ１、１ｂ２、１ｃ１、１ｃ２）を有するものであり、このヒューズ
本体１ａ、１ｂ、１ｃを同一平面上に１列に配置してヒューズ本体群１を構成している。
【００１８】
　第１のヒューズ電流供給用配線導体ＣＦ１は、板状直線導体からなり各ヒューズ本体１
ａ、１ｂ、１ｃの一方例えば上側の端子部（図４に示す１ａ１、１ｂ１、１ｃ１）を並列
に接続するヒューズ端子接続部３ｃと、板状直線導体からなり外部回路具体的には電源側
又は負荷側に接続する外部回路接続部３ａと、ヒューズ端子接続部３ｃと外部回路接続部
３ａを互いにほぼ平行に配置し、ヒューズ端子接続部３ｃの一端と外部回路接続部３ａの
一端を連結接続する連結部３ａｃからなるものである。
【００１９】
　第２のヒューズ電流供給用配線導体ＣＦ２は、板状直線導体からなり各ヒューズ本体１
ａ、１ｂ、１ｃの他方例えば下側の端子部（図４に示す１ａ２、１ｂ２、１ｃ２）を並列
に接続するヒューズ端子接続部３ｄと、板状直線導体からなり外部回路に接続する外部回
路接続部３ｂと、ヒューズ端子接続部３ｄと外部回路接続部３ｂを互いにほぼ平行に配置
し、第１のヒューズ電流供給用配線導体ＣＦ１に有する連結部３ａｃと同一位置にヒュー
ズ端子接続部３ｄの一端と外部回路接続部３ｂの一端を連結接続する連結部３ｂｄからな
るものである。
【００２０】
　ネジ２ａ、２ｂ、２ｃは、ヒューズ端子接続部３ｃとヒューズの端子部を固定するため
のものであり、ヒューズ端子接続部３ｄとヒューズの端子部も同様にネジ（図示せず）に
より固定している。
【００２１】
　第１の実施形態によれば、外部回路接続部３ａとヒューズ端子接続部３ｃ、外部回路接
続部３ｂとヒューズ端子接続部３ｄを近づけて配置し、外部回路接続部３ａとヒューズ端
子接続部３ｃの連結部３ａｃ及び、外部回路接続部３ｂとヒューズ端子３ｄの連結部３ｂ
ｄは最端のヒューズ本体の箇所とし、３ａと３ｃの相互インダクタンスと３ｂと３ｄの相
互インダクタンスを考慮して３つのヒューズ本体１ａ、１ｂ、１ｃの分担電流の不平衡率
を小さくし、更にヒューズユニットを小型化するものである。
【００２２】
　複数のヒューズ１ａ、１ｂ、１ｃを並列接続する際に、各ヒューズ１ａ、１ｂ、１ｃに
電流を供給する配線導体部と複数ヒューズそれぞれを接続する配線導体部を近接にするこ
とで、複数ヒューズそれぞれの電流分担を大幅に改善できる。このため、特定のヒューズ
に電流集中することを防止でき、ヒューズの寿命が延び保守における交換作業を軽減する
。さらに、これらを用いた半導体電力変換装置あるいは電気機器の信頼性が向上する。さ
らに、配線導体部が近接になっているので、ヒューズユニット自体がコンパクト化が可能
となる。
【００２３】
　図６は、半導体スイッチング素子として、前述のＧＣＴを使用した電力変換装置の一構
成例を示している。交流電源１０１により供給される交流電圧を直流電圧に変換するダイ
オードコンバータ１０２と、ダイオードコンバータ１０２の出力電圧を平滑する平滑コン
デンサ１０３と、平滑コンデンサ１０３により出力される直流電圧を交流電圧に変換する
インバータ１０４から構成され、インバータ１０４の出力により交流電動機１０５を駆動
する。この図では、ダイオードコンバータ１０２は１２相整流とし、インバータ１０４は
三相で構成している。
【００２４】
　図７～図１０は、いずれもインバータ１０４のＲ相分の回路図を示したものであり、半
導体スイッチング素子１０６、１０７、１０８、１０９と、クランプスナバコンデンサ１
１０、１１１と、フリーホイールダイオード１１２、１１３、１１４、１１５と、クラン
プダイオード１１６、１１７と、クランプスナバダイオード１１８、１１９と、クランプ
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スナバ抵抗１２０、１２１と、アノードリアクトル１２２、１２３と、ヒューズ１２４、
１２５と、過飽和コア１２６、１２７、１２８により構成されている。ヒューズ１２４、
１２５としては、図１の構成のものを使用する。
【００２５】
　これらの図では、半導体スイッチング素子１０６～１０９として、ＧＣＴを使用してい
るが、ゲートを制御することで、オン／オフ動作が可能であれば、如何なる素子でもよい
。また、アノードリアクトル１２２、１２３については半導体スイッチング素子によって
はなくてもよい。
【００２６】
　図６では、正側電位１２９と正側アノードリアクトル１２２の間、及び負側電位１３１
と負側アノードリアクトル１２３の間に、各々ヒューズ１２４と１２５を挿入している。
このように、ヒューズ１２４と１２５を挿入しているのは、半導体スイッチング素子１０
６～１０９が誤動作した場合、電源短絡が発生するおそれがあるためで、事故を防止する
ためと、他相への事故波及防止を主な目的としている。このような事故を一相だけで防げ
れば、事故相の交換により直ちに操業を復帰できるが、全相に事故が波及した場合、運転
再開までに多大な時間を費やすことになるためである。
【００２７】
　さて、６ｋＶ／６ｋＡ・ＧＣＴ素子に見られるように、半導体スイッチング素子の大容
量化にともない、電力変換装置の扱う電圧、電流が増大している。このため、ヒューズ１
２４と１２５の大容量化が望まれているが、単体で仕様を満足できるヒューズは開発され
ていないのが現状である。このため、大電流に対する仕様を満足するため、高耐圧のヒュ
ーズを複数個並列接続している。したがって、電力変換装置の信頼性を向上するために、
個々の電流分担を平均化することが重要な課題である。通常、大電流の仕様に対しては、
複数のヒューズが並列接続しているため、個々の電流バラツキは主にエレメント部におけ
る抵抗のばらつきに支配されており、ヒューズそれぞれの抵抗値を揃えることで電流バラ
ツキを抑えていた。
【００２８】
　ところが、半導体電力変換装置においては、半導体スイッチング素子のオン／オフ動作
により通流と遮断を高速に繰り返すため、半導体スイッチング素子をスイッチングする過
渡状態での等価周波数が高くなり、実質的にはインダクタンスのばらつきがヒューズ電流
のばらつきを支配することになる。
【００２９】
　この様子を図７～図１１にて説明する。図７～図１０は、インバータの出力電圧に対し
て出力電流の位相が同相である力率＝１の場合の一例を示している。ユニット出力方向を
電流正の向きとし、図７及び図８に示す期間Ａ、図９及び図１０に示す期間Ｂに分けて、
それぞれの期間Ａ、Ｂについて電流経路の変化をｅ、ｆ、ｇ、ｈの符号をつけている。
【００３０】
　期間Ａでは、上アーム外側ＧＣＴ１０６：オフ、上アーム内側ＧＣＴ１０７：オン、下
アーム内側ＧＣＴ：オン、下アーム外側ＧＣＴ：オフの場合にｅに示す電流モードとなり
、上アーム外側ＧＣＴ１０６：オン、上アーム内側ＧＣＴ１０７：オン、下アーム内側Ｇ
ＣＴ：オフ、下アーム外側ＧＣＴ：オフのときにｆに示す電流モードとなり、ｅ、ｆの電
流経路を繰り返す。
【００３１】
　また、期間Ｂでは、上アーム外側ＧＣＴ１０６：オフ、上アーム内側ＧＣＴ１０７：オ
ン、下アーム内側ＧＣＴ：オン、下アーム外側ＧＣＴ：オフの場合にｇに示す電流モード
となり、上アーム外側ＧＣＴ１０６：オフ、上アーム内側ＧＣＴ１０７：オフ、下アーム
内側ＧＣＴ：オン、下アーム外側ＧＣＴ：オンのときにｈに示す電流モードとなり、ｇ、
ｈの電流経路を繰り返す。
【００３２】
　図１１に出力電流に対する上アームヒューズ電流波形、下アームヒューズ電流波形を示
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す。このように、外側ＧＣＴ１０６のＯＮ／ＯＦＦに同期して、上アーム側ヒューズ１２
４には過渡状態が生じることになり、外側ＧＣＴ１０９のＯＮ／ＯＦＦに同期して、下ア
ーム側ヒューズ１２５には過渡状態が生じることになる。一般的に、このスイッチング速
度をより高速化することで、インバータ１０４が出力する交流波形の歪を低減する技術が
用いられており、ヒューズにおいては、頻繁に過渡状態と定常状態を繰り返すことになる
。
【００３３】
　したがって、このスイッチング時の等価周波数が高いことで、ヒューズの分流用配線導
体におけるインピーダンスとしてインダクタンス成分の占める割合が高くなる。等価周波
数は個々のケースで異なるが、１０ｋＨｚ以上と考えられることから、この周波数領域で
はほぼインダクタンスが支配的と言える。
【００３４】
　ところで、インダクタンスを考慮する場合には、自己インダクタンスに加え相互インダ
クタンスを加味する必要がある。これは、近接配置された配線導体の電流により生じた磁
束の影響を受けるからである。このため、相互インダクタンス成分を減らすためには、他
の配線導体をできるだけ遠くに配置すればよいが、設置スペースの削減、つまり装置の小
型化に相反する。
【００３５】
　ここで、図１４～図１６を参照して従来の問題点を説明する。図１４は、３つのヒュー
ズ本体１ａ、１ｂ、及び１ｃを３本平行に並べて並列接続した従来の図を示す。ヒューズ
端子（図示せず）に電流を供給するヒューズ電流供給用配線導体（ブスバー）１３ｃ、１
３ｄ、ヒューズ本体群１と配線導体１３ｃ、１３ｄを接続固定するネジ２ａ、２ｂ、２ｃ
により構成されている。このうち、配線導体１３ｃ、１３ｄはヒューズ固定用であるとと
もに、供給電流を個々のヒューズに分流する役割も果たしている。ヒューズの両電極に接
続される導体を互いに反対方向に引き出して、各ヒューズ本体１の電流経路の長さを等価
にして、ヒューズ本体群１の電流バランスをとる方法として一般に行われている。
【００３６】
　この等価回路の図１５に示すように、各ヒューズ本体の内部抵抗Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３に直
列にヒューズ本体の内部インダクタンスＬ１、Ｌ２、Ｌ３が存在するばかりでなく、平行
に配置されたヒューズ本体相互間の相互インダクタンスＭ１２、Ｍ２３、Ｍ１３が存在す
る。回路には接続導体のインダクタンスＬ４、Ｌ５、Ｌ６、Ｌ７、Ｌ８、Ｌ９が存在する
が、説明を簡単にするためこれらの影響は無視して以下の説明をする。
【００３７】
　図１４のようにヒューズ本体１ａ、１ｂ、１ｃを配置した例ではそれぞれのヒューズ本
体には同一方向の電流が流れるので相互インダクタンスは自己インダクタンスに加算され
る方向に作用する。ここで隣同士の相互インダクタンスＭ１２、Ｍ２３に比べて離れてい
るヒューズ本体間の相互インダクタンスＭ１３は小さいので、電流は中央に配置されたヒ
ューズには流れにくくなりＩ１、Ｉ３よりもＩ２が小さくなり電流が均一に流れなくなる
。
【００３８】
　図１６にトータルヒューズ電流Ｉと、分流したヒューズ１ａ電流、１ｂ電流、１ｃ電流
の波形示す。期間１の立上りではインダクタンス分が支配的であり分流アンバランスし、
期間２では過渡的な電流が定常的になるため抵抗分が支配的になり分流はバランスしてく
る。これは周波数成分が高くなるほど顕著であり、近接効果と同じ現象である。
【００３９】
このように、ＧＣＴを用いた電力変換装置では両脇のヒューズに集中することになり、特
定のヒューズの寿命劣化が加速されるなどの不具合を生じる。
【００４０】
　そこで、図１に示す実施形態では、第１のヒューズ電流供給用配線導体ＣＦ１と、第２
のヒューズ電流供給用配線導体ＣＦ２で構成し、これらを次のように構成したものである
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。第１のヒューズ電流供給用配線導体ＣＦ１は、板状直線導体からなり各ヒューズ本体１
ａ、１ｂ、１ｃの一方の端子部を並列に接続するヒューズ端子接続部３ｃと、板状直線導
体からなり外部回路に接続する外部回路接続部３ａと、ヒューズ端子接続部３ｃと外部回
路接続部３ａを互いにほぼ平行に配置し、ヒューズ端子接続部３ｃの一端と外部回路接続
部３ａの一端を連結接続する連結部３ａｃからなるものである。第２のヒューズ電流供給
用配線導体ＣＦ２は、板状直線導体からなり各ヒューズ本体１ａ、１ｂ、１ｃの他方の端
子部を並列に接続するヒューズ端子接続部３ｄと、板状直線導体からなり外部回路に接続
する外部回路接続部３ｂと、ヒューズ端子接続部３ｄと外部回路接続部３ｂを互いにほぼ
平行に配置し、第１のヒューズ電流供給用配線導体ＣＦ１に有する連結部３ａｃと同一位
置にヒューズ端子接続部３ｄの一端と外部回路接続部３ｂの一端を連結接続する連結部３
ｂｄからなるものである。このように、ヒューズ電流供給用配線導体ＣＦ１、ＣＦ２を構
成することで、外部回路接続部３ａをヒューズ端子接続部３ｃに近づけて配置でき、また
、外部回路接続部３ｂをヒューズ端子接続部３ｄに近づけて配置できることから、両者間
に存在する相互インダクタンスを利用してヒューズの分流を改善することができる。
【００４１】
　図１の等価回路を図１２に示す。近接効果によりヒューズ本体１ａ、１ｃに電流が多く
流れるが、更にヒューズ本体に電流を供給する配線導体をヒューズ１ａに接続するため、
ヒューズ１ａに最も多く電流が流れることになる。
【００４２】
　しかしながら、反対方向に流れる電流の相互インダクタンスＭ４５、Ｍ４６、Ｍ７９、
Ｍ８９が自己インダクタンスから減算する方向に働くため、ヒューズ本体を接続する導体
配線のインダクタンスは下がることになり、ヒューズ本体１ｂ、１ｃに電流が流れ、ヒュ
ーズ本体の分担電流の不平衡率を小さくすることができる。
【００４３】
［第２の実施形態］
　図２は、本発明のヒューズの第２の実施形態を示す概略構成図であり、これは以下に述
べる第１のヒューズ電流供給用配線導体ＣＦ３と、以下に述べる第２のヒューズ電流供給
用配線導体ＣＦ４を設けた点が図１とは異なる。すなわち、第１のヒューズ電流供給用配
線導体ＣＦ３は、板状直線導体からなり、各ヒューズ本体１ａ、１ｂ、１ｃの一方の端子
を並列に接続するヒューズ端子接続部３ｃと、板状直線導体からなり外部回路に接続する
外部回路接続部３ａと、ヒューズ端子接続部３ｃと外部回路接続部３ａを互いにほぼ平行
に配置し、ヒューズ端子接続部３ｃの一端と外部回路接続部３ａの一端を連結接続する連
結部３ａｃからなり、外部回路接続部３ａを各々長手方向において仮に２等分し、そのう
ち一方を連結部３ａｃを含む側と、他方を連結部３ａｃを含まない側としたとき、連結部
３ａｃを含む側とヒューズ端子接続部３ｃとの距離を、連結部３ａｃを含まない側とヒュ
ーズ端子接続部３ｃとの距離に比べて近接するように構成したものである。具体的には、
外部回路接続部３ａにおける長手方向の長さを、図１の長手方向の長さのほぼ半分にし、
この端部に連結部４ｃを介して第２の外部回路接続部４ａを接続したものである。この場
合、外部回路接続部３ａとヒューズ端子接続部３ｃとの距離を、外部回路接続部４ａとヒ
ューズ端子接続部３ｃとの距離より近接させたものである。
【００４４】
　第２のヒューズ電流供給用配線導体ＣＦ４は、板状直線導体からなり各ヒューズ本体１
ａ、１ｂ、１ｃの他方の端子を並列に接続するヒューズ端子接続部３ｄと、板状直線導体
からなり外部回路に接続する外部回路接続部３ｂと、ヒューズ端子接続部３ｄと外部回路
接続部３ｂを互いにほぼ平行に配置し、第１のヒューズ電流供給用配線導体ＣＦ３に有す
る連結部３ａｃと同一位置にヒューズ端子接続部３ｄの一端と外部回路接続部３ｂの一端
を連結接続する連結部３ｂｄからなり、外部回路接続部３ｂを各々長手方向において仮に
２等分し、そのうち一方を連結部３ｂｄを含む側と、他方を連結部３ｂｄを含まない側と
したとき、連結部３ｂｄを含む側とヒューズ端子接続部３ｄとの距離を、連結部３ｂｄを
含まない側とヒューズ端子接続部３ｄとの距離に比べて近接するように構成したものであ
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る。具体的には、外部回路接続部３ｂにおける長手方向の長さを、図１の長手方向の長さ
のほぼ半分にし、この端部に連結部４ｄを介して第２の外部回路接続部４ｂを接続したも
のである。この場合、外部回路接続部３ｂとヒューズ端子接続部３ｄとの距離を、外部回
路接続部４ｂとヒューズ端子接続部３ｄとの距離より近接させたものである。
【００４５】
　図２の等価回路を図１３に示す。ヒューズ端子接続部３ｃと外部回路接続部３ａとの距
離を、ヒューズ端子接続部３ｃと外部回路接続部４ａとの距離より近接し、またヒューズ
端子接続部３ｄと外部回路接続部３ｂとの距離を、ヒューズ端子接続部３ｄと外部回路接
続部４ｂとの距離より近接したので、反対方向に流れる電流の相互インダクタンスＭ４５
の方がＭ６１０より大きくなり、前述の第１の実施形態の場合よりも更に電流が流れにく
いヒューズ本体１ｂに多く電流が流れることになる。
【００４６】
　この結果、以上述べた第２の実施形態によれば、第１の実施形態と同様に作用効果が得
られる。
【００４７】
［第３の実施形態］
　図３は、本発明のヒューズの第３の実施形態を示す概略構成図であり、これは以下に述
べる点が図１とは異なる。すなわち、各々両端部に端子部を有するヒューズ本体を少なく
とも３個１ａ、１ｂ、１ｃを第１列として配置し、第１列に対して並列に配置する第１列
と同一構成のヒューズ本体１ｄ、１ｅ、１ｆの第２列のヒューズ本体群１とし、これらに
第１のヒューズ電流供給用配線導体ＣＦ５と、第２のヒューズ電流供給用配線導体ＣＦ６
を設けたものである。
【００４８】
　ヒューズ電流供給用配線導体ＣＦ５は、板状直線導体からなり各ヒューズ本体１の一方
の端子部を並列に接続するヒューズ端子接続部３ｃと、板状直線導体からなり外部回路に
接続する外部回路接続部３ａと、ヒューズ端子接続部と外部回路接続部を互いにほぼ平行
に配置し、ヒューズ端子接続部の一端と外部回路接続部の一端を連結接続する連結部３ａ
ｃからなり、ヒューズ端子接続部３ｃの幅方向の中心線５ｂと外部回路接続部３ａの幅方
向の中心線５ａが同一平面上になるように構成したものである。
【００４９】
　ヒューズ電流供給用配線導体ＣＦ６は、板状直線導体からなり各ヒューズ本体１の他方
の端子部を並列に接続するヒューズ端子接続部３ｄと、板状直線導体からなり外部回路に
接続する外部回路接続部３ｂと、ヒューズ端子接続部３ｄと外部回路接続部３ｂを互いに
ほぼ平行に配置し、第１のヒューズ電流供給用配線導体ＣＦ５に有する連結部３ａｃと同
一位置にヒューズ端子接続部３ｄの一端と外部回路接続部３ｂの一端を連結接続する連結
部３ｂｄからなり、ヒューズ端子接続部３ｄの幅方向の中心線５ｃと外部回路接続部３ｂ
の幅方向の中心線５ｄが同一平面上になるように構成したものである。
【００５０】
　このように第３の実施形態は、６つのヒューズ本体１ａ、１ｂ、１ｃ、１ｄ、１ｅ、１
ｆが３並列×２列構成になっているところが、第１の実施形態とは異なる。この場合、ヒ
ューズ本体１ａ、１ｂ、１ｃ、またはヒューズ本体１ｄ、１ｅ、１ｆの分流ばらつきに関
しては第１の実施形態と同様の効果があるが、ヒューズ本体１ａと１ｄ、ヒューズ本体１
ｂと１ｅ、ヒューズ本体１ｃと１ｆの分流が同等になるように外部回路接続部３ａの中心
線５ａ、ヒューズ端子接続部３ｃの中心線５ｂ、ヒューズ端子接続部３ｄの中心線５ｃ、
外部回路接続部３ｂの中心線５ｄが同一平面上になるように配置されている。
【００５１】
［第４の実施形態］
　図４は、本発明のヒューズの第４の実施形態を示す概略構成図であり、これは例えば３
個のヒューズ本体１ａ、１ｂ、１ｃと、第１のヒューズ電流供給用配線導体ＣＦ３と、第
２のヒューズ電流供給用配線導体ＣＦ４と、ネジ２ａ、２ｂ、２ｃを備えている。
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【００５２】
　図４に示すように、各々上側端部及び下側端部にそれぞれ端子部１ａ１、１ｂ１、１ｃ
１、１ｄ１、１ｅ１、１ｆ１及び１ａ２、１ｂ２、１ｃ２、１ｄ２、（図４では示されて
いないが１ｅ２、１ｆ２）を有する複数個（ここでは６個）のヒューズ本体１ａ、１ｂ、
１ｃ、１ｄ、１ｅ、１ｆを備えている。そして、少なくとも３個１ａ、１ｂ、１ｃを第１
列として配置し、第１列に対して並列に配置する第１列と同一構成のヒューズ本体１ｄ、
１ｅ、１ｆを第２列として配置したヒューズ本体群１としている。
【００５３】
　各々は各ヒューズ本体１ａ～１ｆの端部にそれぞれ有する前記端子部に接続する水平面
部と、この水平面部と一体に結合された垂直面部を有した板状導体からなるＬ字形のヒュ
ーズ端子接続具７を複数個（ここでは１２個：７ａ１、７ｂ１、７ｃ１、７ｄ１、７ｅ１
、７ｆ１及び７ａ２、７ｂ２、７ｃ２、７ｄ２、７ｅ２、７ｆ２これらの総称を７とする
）備え、各ヒューズ端子接続具７の垂直面部のうち第１列及び第２列の隣接する垂直面部
同士を接続してなるヒューズ端子接続具群７を備えている。
【００５４】
　板状導体からなり垂直面と水平面が一体に形成され、Ｌ字形であって垂直面にヒューズ
端子接続具のうち、前記ヒューズ本体の上側であって前記第１列又は前記第２列のヒュー
ズ端子接続具の垂直面部に接続した上側のヒューズ端子接続導体３ｆを備えている。
【００５５】
　板状導体からなり垂直面と水平面が一体に形成され、Ｌ字形であって前記垂直面に前記
ヒューズ端子接続具のうち、前記ヒューズ本体の下側であって前記第１列又は前記第２列
のヒューズ端子接続具の垂直面部に接続した下側のヒューズ端子接続導体３ｈを備えてい
る。
【００５６】
　上側及び下側のヒューズ端子接続導体３ｆ、３ｈの水平面にそれぞれ接続すると共に、
外部回路６ａ、６ｂと接続する板状の外部回路接続導体３ｅ、３ｇを備えている。そして
、前記第１列及び第２列の各ヒューズ端子接続具７の垂直面部同士の接合面（図４の中心
線５ｂ、５ｃ）と、外部回路接続導体３ｆ、３ｈの幅方向の中心線５ａ、５ｄが同一平面
上になるように構成したヒューズである。なお、図４は以上述べた構成以外に、支持フレ
ーム９と、支持碍子８を備えている。
【００５７】
　以上述べた第４の実施形態も前述した第１乃至第３の実施形態と同様な作用効果が得ら
れることは明らかである。
【００５８】
［第５の実施形態］
　図５は、本発明のヒューズの第５の実施形態を示す概略構成図であり、これは図３の実
施形態を次のようにしたものである。図３の実施形態は、第１のヒューズ電流供給用配線
導体ＣＦ５と、第２のヒューズ電流供給用配線導体ＣＦ６は、いずれもヒューズ端子接続
部３ｃと外部回路接続部３ａの距離及びヒューズ端子接続部３ｄと外部回路接続部３ｂの
距離を等しくしたものであるが、ここでは第１のヒューズ電流供給用配線導体ＣＦ７と、
第２のヒューズ電流供給用配線導体ＣＦ８として、図２のようにしたものを用いたもので
ある。すなわち、ヒューズ電流供給用配線導体ＣＦ７は、板状直線導体からなり各ヒュー
ズ本体１ａ、１ｂ、１ｃ、１ｄ、１ｅ、１ｆの一方の端子部を並列に接続するヒューズ端
子接続部３ｃと、板状直線導体からなり外部回路に接続する外部回路接続部３ａと、ヒュ
ーズ端子接続部３ｃと外部回路接続部３ａを互いにほぼ平行に配置し、ヒューズ端子接続
部３ｃの一端と外部回路接続部３ａの一端を連結接続する連結部３ａｃからなり、外部回
路接続部３ａを各々長手方向において仮に２等分し、そのうち一方を連結部３ａｃを含む
側と、他方を連結部３ａｃを含まない側としたとき、連結部３ａｃを含む側とヒューズ端
子接続部３ｃとの距離を、連結部３ａｃを含まない側とヒューズ端子接続部３ｃとの距離
に比べて近接するように構成し、かつヒューズ端子接続部３ｃの幅方向の中心線５ｂと外



(13) JP 2009-152151 A 2009.7.9

10

20

30

40

50

部回路接続部３ａの幅方向の中心線５ａが同一平面上になるように構成したものである。
【００５９】
　具体的には、図２に示すように外部回路接続部３ａにおける長手方向の長さを、図３の
長手方向の長さのほぼ半分にし、この端部に連結部４ｃを介して第２の外部回路接続部４
ａを接続したものである。この場合、外部回路接続部３ａとヒューズ端子接続部３ｃとの
距離を、外部回路接続部４ａとヒューズ端子接続部３ｃとの距離より近接させたものであ
る。
【００６０】
　ヒューズ電流供給用配線導体ＣＦ８は、板状直線導体からなり各ヒューズ本体の他方の
端子部を並列に接続するヒューズ端子接続部３ｄと、板状直線導体からなり外部回路に接
続する外部回路接続部３ｂと、ヒューズ端子接続部３ｄと外部回路接続部３ｂを互いにほ
ぼ平行に配置し、第１のヒューズ電流供給用配線導体ＣＦ７に有する連結部３ａｃと同一
位置にヒューズ端子接続部３ｄの一端と外部回路接続部３ｂの一端を連結接続する連結部
３ｂｄからなり、外部回路接続部３ｂを各々長手方向において仮に２等分し、そのうち一
方を連結部３ｂｄを含む側と、他方を連結部３ｂｄを含まない側としたとき、連結部３ｂ
ｄを含む側とヒューズ端子接続部３ｄとの距離を、連結部３ｂｄを含まない側とヒューズ
端子接続部３ｄとの距離に比べて近接するように構成し、かつヒューズ端子接続部３ｄの
幅方向の中心線５ｃと外部回路接続部の幅方向の中心線５ｄが同一平面上になるように構
成したものである。
【００６１】
　具体的には、図２に示すように外部回路接続部３ｂにおける長手方向の長さを、図３の
長手方向の長さのほぼ半分にし、この端部に連結部４ｄを介して第２の外部回路接続部４
ｂを接続したものである。この場合、外部回路接続部３ｂとヒューズ端子接続部３ｄとの
距離を、外部回路接続部４ｂとヒューズ端子接続部３ｄとの距離より近接させたものであ
る。
【００６２】
　このように、外部回路接続部３ａ、３ｂに対し、外部回路接続部４ａ、４ｂよりヒュー
ズ端子接続部３ｃ、３ｄの方が近づいているので、ヒューズ本体１ａ、１ｂ、１ｃまたは
ヒューズ本体１ｄ、１ｅ、１ｆのヒューズ分流の効果は実施形態２と同等であり、ヒュー
ズ１ａ、１ｂ、１ｃ、または１ｄ、１ｅ、１ｆの分流ばらつきに関しては第３の実施形態
と同様の効果が得られる。　
　（変形例）
　前述の実施形態ではヒューズ本体１ａ、１ｂ、１ｃ、１ｄ、１ｅ、１ｆとして、各々容
器内に消弧剤と共に可溶片を収納したものを例に挙げたが、これに限らず、各々可溶片だ
けのもの、各々容器内に消弧剤を収納せず可溶片のみを収納したもののいずれかでもよい
。また、ヒューズ本体の個数は、３個又は６個に限らず、３個以上なら何個でもよい。
【００６３】
　さらに、実施形態では電力変換装置としてインバータを例に挙げて説明したが、これに
限らずコンバータでもよく、複数の半導体素子からなる回路に、半導体素子を過電流から
保護するためにヒューズを備えた電力変換装置なら何でも適用でき、この場合には前記ヒ
ューズとして前述した実施形態のいずれのヒューズでも適用できる。
【図面の簡単な説明】
【００６４】
【図１】本発明のヒューズの第１の実施形態を示す概略構成図。
【図２】本発明のヒューズの第２の実施形態を示す概略構成図。
【図３】本発明のヒューズの第３の実施形態を示す概略構成図。
【図４】本発明のヒューズの第４の実施形態を示す概略構成図。
【図５】本発明のヒューズの第５の実施形態を示す概略構成図。
【図６】本発明のヒューズを使用し、半導体素子としてＧＣＴを使用した半導体電力変換
装置の主回路図。
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【図７】図６の電力変換装置の動作を説明するためその１相分のみを示す回路図。
【図８】図６の電力変換装置の動作を説明するためその１相分のみを示す回路図。
【図９】図６の電力変換装置の動作を説明するためその１相分のみを示す回路図。
【図１０】図６の電力変換装置の動作を説明するためその１相分のみを示す回路図。
【図１１】図７～図１０の上アームヒューズ、下アームヒューズ及び出力部における電流
波形図。
【図１２】図１の実施形態の等価回路図。
【図１３】図２の実施形態の等価回路図。
【図１４】従来のヒューズを３並列接続した一例を示す配線接続図。
【図１５】図１４の等価回路図。
【図１６】図１４の例の問題点を説明するための図。
【符号の説明】
【００６５】
　　１ａ、１ｂ、１ｃ、１ｄ、１ｅ、１ｆ…ヒューズ本体、１…ヒューズ本体群、ＣＦ１
、ＣＦ２、ＣＦ３、ＣＦ４、ＣＦ５、ＣＦ６、ＣＦ７、ＣＦ８…ヒューズ電流供給用配線
導体、１ａ１、１ｂ１、１ｃ１、１ｄ１、１ｅ１、１ｆ１、１ａ２、１ｂ２、１ｃ２、１
ｄ２、１ｅ２、１ｆ２…端子部、３ａ、３ｂ…外部回路接続部、３ｃ、３ｄ…ヒューズ端
子接続部、３ａｃ…連結部、３ｂｄ…連結部、３ｆ…ヒューズ端子接続導体、３ｈ…ヒュ
ーズ端子接続導体、３ｅ…外部回路接続導体、３ｇ…外部回路接続導体、４ａ…第２の外
部回路接続部、４ｂ…第２の外部回路接続部、５ｂ…中心線、５ａ…中心線、５ｃ…中心
線、５ｄ…中心線、６ａ、６ｂ…外部回路、７…ヒューズ端子接続具群、８…支持碍子、
９…支持フレーム、１３ｃ、１３ｄ…ヒューズ電流供給用配線導体、１０１…交流電源、
１０２…ダイオードコンバータ、１０３…平滑コンデンサ、１０４…インバータ、１０５
…交流電動機、１０６、１０７、１０８、１０９…半導体スイッチング素子、１１０、１
１１…クランプスナバコンデンサ、１１２、１１３…フリーホイールダイオード、１１６
、１１７…クランプダイオード、１１８、１１９…クランプスナバダイオード、１２０、
１２１…クランプスナバ抵抗、１２２、１２３…アノードリアクトル、１２４、１２５…
ヒューズ、１２６、１２７…過飽和コア、１２９…正側電位、１３１…負側電位。
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